
1

○官庁営繕部工事請負業者選定要領

昭和４２年 ７月 １日建設省営管第８４５号
昭和４３年 ６月１５日建設省営管第７２６号
昭和４４年１２月 ５日建設省営管第６７１号
昭和４５年 １月２０日建設省営管第 ２１号
昭和４５年１２月 ８日建設省営管第５２３号
昭和４６年 ３月２２日建設省営管第１３１号
昭和４７年１２月 ７日建設省営管第４９３号
昭和４８年 ４月 １日建設省営管第１５３号
昭和４８年１２月１３日建設省営管第４１０号
昭和４９年 ７月３０日建設省営管第２７８号
昭和５０年１２月 ４日建設省営管第４６５号
昭和５１年１２月１０日建設省営管第４０４号
昭和５３年１１月１４日建設省営管第３５９号
昭和５５年１２月 ２日建設省営管第４２８号
昭和５６年 ２月 ９日建設省営管第 ４４号
昭和５９年 ２月２３日建設省営管第 ５１号
昭和５９年 ７月 １日建設省営管第３０２号
昭和６１年１１月２８日建設省営管第５１１号
昭和６３年１２月１３日建設省営管第４７７号
平成 ２年 ５月１６日建設省営管第２１５号
平成 ２年１２月２５日建設省営管第５１３号
平成 ３年 ２月２６日建設省営管第 ５７号
平成 ４年１２月 １日建設省営管第４７４号
平成 ５年 ３月 １日建設省営管第 ７８号
平成 ６年１１月１７日建設省営管第５３３号
平成 ６年１１月１７日建設省営管第５３４号
平成 ７年 ３月２２日建設省営管第１６５号
平成 ８年 １月 １日建設省営管第 ４２号
平成 ８年 ３月２６日建設省営管第 ９９号
平成 ８年１２月 ２日建設省営管第５７２号
平成 ９年 ３月３１日建設省営管第１６８号
平成 ９年 ８月 ８日建設省営管第３９２号
平成１０年１０月 １日建設省営管第３３２号
平成１０年１１月３０日建設省営管第４５４号
平成１３年 ３月３０日国 営 管 第 １ ４ ３ 号
平成１５年 ３月３１日国 営 管 第 ４ ５ ５ 号
平成１６年 ３月 １日国 営 管 第 ３ ６ ３ 号
平成１７年 ３月２３日国営管第３１７－４号
平成１９年 ３月３０日国営管第４５０－２号
平成２１年 ３月２７日国営管第６３４－４号
平成２３年 ３月２９日国 営 管 第 ５ ０ ６ 号
平成２５年 ３月２９日国 営 管 第 ５ ０ ３ 号
平成２６年 ８月２１日国 営 管 第 ２ ５ ０ 号
平成２７年 ３月３１日国 営 管 第 ６ ４ ４ 号
平成２８年 ５月３１日国営管第７４－２号
平成２９年 ２月２２日国 営 管 第 ４ １ ２ 号
平成２９年 ３月３１日国 営 管 第 ５ ０ ３ 号
平成３０年 ３月 １日国 営 管 第 ３ ９ ８ 号
平成３０年 ９月２８日国 営 管 第 ２ １ ７ 号
平成３１年 ３月 ８日国 営 管 第 ３ ９ ９ 号
平成３１年 ３月２０日国 営 管 第 ４ ０ ８ 号
令和 ３年 ３月１０日国 営 管 第 ５ ２ ４ 号
令和 ４年１０月１３日国 営 管 第 ３ １ ５ 号

最終改正 令和 ５年 ３月１０日国 営 管 第 ５ ６ ８ 号

国土交通省大臣官房官庁営繕部長 から 国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長 あて
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（目的）

第１ 官庁営繕部の所掌する工事の請負契約を締結する場合の一般競争及び指名競争に参加する者に

必要な資格並びに当該資格の審査並びに競争に参加する者及び随意契約の相手方の選定等に関する

事務の取扱いについては、会計法（昭和２２年法律第３５号）、予算決算及び会計令（昭和２２年

勅令第１６５号、以下「令」という。）、国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令

（昭和５５年政令第３００号）、契約事務取扱規則（昭和３７年大蔵省令第５２号）、国の物品等

又は特定役務の調達手続の特例を定める省令（昭和５５年大蔵省令第４５号）、国土交通省所管会

計事務取扱規則（平成１３年国土交通省訓令第６０号、以下「会計規則」という。）、その他の法

令に定めるもののほか、この要領の定めるところによるものとする。

（一般競争参加資格）

第２ 官庁営繕部長は、会計規則第３４条第１項の規定により一般競争に参加する者に必要な資格

（以下「一般競争参加資格」という。）を定めるときは、次の各号によるものとする。

一 次のイからへまでに掲げる者でないこと。

イ 令第７０条に該当する者

ロ 令第７１条第１項各号のいずれかに該当し、期間を定めて一般競争に参加させないこととさ

れた者のうち、当該期間を経過しない者

ハ 経営状態が著しく不健全であると認められる者

ニ 第５の一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）若しくは添付書類又は資格審

査申請用データ中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事実について記載しなか

った者

ホ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定による許可及び同法第２７条の２３第

２項に規定する経営事項審査（定期の一般競争参加資格審査（会計規則第３４条第４項の規定

による一般競争参加資格の審査をいう。以下同じ。）にあっては告示（平成２０年国土交通省

告示第８５号をいう。以下同じ。）第一の一の２に規定する審査基準日が第６第一号の官庁営

繕部長が定める期間の末日の１年７月前の日以後のもの、随時の一般競争参加資格審査にあっ

ては告示第一の一の２に規定する審査基準日が一般競争参加資格審査の申請をする日の１年７

月前の日以後のものに限る。次号において同じ。）を受けていない者

へ 共同企業体で、その構成員にイからホまでに該当する者を含むもの

二 次のイに掲げる客観的事項（共通事項）の項目及びロに掲げる主観的事項（特別事項）の項目

について、別に定めるところにより算定する総合点数を付与し、第３に掲げる工事種別（第四号

から第十号までを除く。）ごとに予定価格に対応する等級の区分（以下「等級区分」という。）

を定めること。

イ 客観的事項（共通事項）

（イ）一般競争参加資格審査の申請をする日の直前に受けた経営事項審査の告示第一の一の１に

規定する当期事業年度開始日の直前２年又は直前３年の各事業年度の希望工事種別（当該申

請に係る一般競争に参加を希望する工事種別をいう。以下同じ｡)ごとの年間平均完成工事高

（ロ）告示第一の一の２に規定する審査基準日（以下「客観的事項の審査基準日」という。）

において建設業に従事する職員で告示第一の三の１（一）から（五）までに掲げる者（以

下「技術職員」という。）の希望工事種別ごとの数（ただし、１人の職員につき技術職員と

して申請できる希望工事種別の数は２までとする。）

（ハ）告示第一の三の２に規定する当期事業年度開始日の直前２年又は直前３年の各事業年度

における発注者から直接請け負った建設工事に係る完成工事高（以下「元請完成工事高」と
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いう。）について算定した希望工事種別ごとの年間平均元請完成工事高

（ニ）告示第一の一の２及び３、二並びに四に規定する項目

ロ 主観的事項（特別事項）

（イ）定期の一般競争参加資格審査の認定をする年の前年の１０月１日（以下「主観的事項の審

査基準日」という。）の前日までの４年間における地方整備局又は官庁営繕部発注の工事に

係る希望工事種別ごとの工事成績（技術的難易度を勘案したもの）

（ロ）主観的事項の審査基準日の前日までの４年間における都道府県発注の工事に係る希望工事

種別ごとの工事成績

（工事種別）

第３ 工事種別は次の各号に掲げるものとする。

一 建築工事（建築工事に関する工事のうち次号から第九号までの工事種別に属する工事以外のも

のをいう。以下同じ。）

二 暖冷房衛生設備工事（空気調和設備工事を含む。以下同じ。）

三 電気設備工事

四 通信設備工事

五 受変電設備工事

六 杭打工事

七 機械設備工事（機械設備に関する工事のうち第二号、第三号、第四号及び第五号の工事種別に

属する工事以外のものをいう。以下同じ。）

八 造園工事

九 塗装工事

十 一般土木工事（土木工事に関する工事のうち第二号から第九号までの工事種別に属する工事以

外のものをいう。以下同じ。）

（等級区分）

第４ 第２第二号の等級区分は、次の各号に掲げるところによるものとする。

一 建築工事

予 定 価 格 等 級

７億２，０００万円以上 Ａ

３億円以上 ７億２，０００万円未満 Ｂ

６，０００万円以上 ３億円未満 Ｃ

６，０００万円未満 Ｄ

二 暖冷房衛生設備工事

予 定 価 格 等 級

２億円以上 Ａ

５，０００万円以上 ２億円未満 Ｂ

５，０００万円未満 Ｃ

三 電気設備工事

予 定 価 格 等 級

２億円以上 Ａ

５，０００万円以上 ２億円未満 Ｂ

５，０００万円未満 Ｃ
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２ 官庁営繕部長は、前項の規定にかかわらず、次の各号に揚げる場合においては、あらかじめ国土

交通大臣の承認を受けて、前項各号の等級区分の変更（等級区分の数の減少を含む。）をし、又は

等級区分を設けないことができるものとする。ただし、等級区分を変更する場合において、変更後

の等級区分の最上位の予定価格の下限の金額は、前項各号の等級区分の最上位の予定価格の下限の

金額をこえてはならないものとする。

一 特定の工事種別に属する工事の請負契約に係る一般競争参加資格を有する者の数が著しく少数

である場合

二 特定の工事種別に属する工事の発注予定件数が著しく少数である場合

三 前項各号の等級区分のうちの特定の等級区分に含まれる発注予定工事の件数が著しく多数若し

くは少数（零を含む。）である場合

（一般競争参加資格審査の実施）

第４の２ 一般競争参加資格審査は、２年に１回定期の一般競争参加資格審査を行うほか、随時に行

うものとする。

（一般競争参加資格審査の資格審査申請書等）

第５ 官庁営繕部長は、一般競争参加資格審査の申請をする者（以下「申請者」という。）に対し、

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）（以下「資格審査申請書」という。）（様

式１）を提出させるものとする。

２ 資格審査申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。

一 申請者が、建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号。以下「規則」という。）第２１

条の４に規定する通知書（以下「総合評定値通知書」という。）に記載されている一の年間平均

完成工事高を二以上の希望工事種別に分割して申請するとき、及び総合評定値通知書に記載され

ている二以上の年間平均完成工事高を一の希望工事種別に合算して申請するときは、工事分割内

訳表（様式２）

二 業態調書（様式３）

三 営業所一覧表（様式４）

四 申請者が共同企業体である場合においては、共同企業体協定書の写し

五 申請者が共同企業体であって、客観的事項及び主観的事項について算出した点数の調整（共同

企業体の資格審査要領（昭和３７年１１月２７日付け建設省発計第７９号）４に規定する客観点

数及び主観点数の調整をいう。）を希望する場合においては、合併等に関する合理的な計画が記

載された書類

六 申請者が、その設立から主観的事項の審査基準日の前日までの期間が２４箇月以上の協業組合

（中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）による協業組合をいう。以下

同じ。）又は企業組合（中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）による企業組合を

いう。以下同じ。）であって、前回の主観的事項の審査基準日以降に新たに組合員の加入があっ

たものであるときは、当該新規加入の組合員の住所、電話番号、商号又は名称、代表者氏名及び

加入年月日を記載した書類

七 申請者が、その設立から主観的事項の審査基準日の前日までの期間が２４箇月に満たない協業

組合又は企業組合であるときは、各組合員の住所、電話番号、商号又は名称及び代表者氏名を記

載した書類

八 納税証明書の写し（申請者が個人である場合においては、国税通則法施行規則（昭和３７年大

蔵省令第２８号。以下「国税規則」という。）別紙第９号書式（その３）又は（その３の２）、

法人である場合においては、国税規則別紙第９号書式（その３）又は（その３の３））

ただし、納付すべき租税が更生債権又は再生債権となり、更生計画又は再生計画が認可されて
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いないため納付ができず、納税証明書の写しを提出できない場合又は納税額について係争中のた

め、当該係争部分に係る納税証明書の写しを提出できない場合（係争部分以外の租税については

納税証明書の写しを提出していることが必要）は、それぞれ租税の納付ができないことを示す書

類又は納税額について係争中であることを示す書類

九 総合評定値通知書の写し（告示第一の四の１（１）に規定する雇用保険（以下「雇用保険」と

いう。）、（２）に規定する健康保険（以下「健康保険」という。）及び（３）に規定する厚生

年金保険（以下「厚生年金保険」という。）の加入状況がいずれも「加入」又は「適用除外」と

なっているものに限る。ただし、当該通知書において雇用保険、健康保険又は厚生年金保険の加

入状況が「未加入」であった後に当該未加入の保険について「加入」又は「適用除外」となった

ものは、総合評定値通知書の写しのほか、それぞれ当該事実を証する書類）

３ 申請者がインターネットを使用して申請する場合（以下「インターネット方式」という。）は、

第１項及び第２項の規定にかかわらず、申請案内ホームページからダウンロードして得た入力プロ

グラムを用いて、資格審査申請用データを入力画面上において作成し、送信させ、建設業法第２７

条の２９第１項の総合評定値の通知を受けていることの確認及び前項第八号に掲げる書類の提出を

もって申請を受け付けるものとする（雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入状況がいずれも

「加入」又は「適用除外」となっているものに限る。ただし、当該通知書において雇用保険、健康

保険又は厚生年金保険の加入状況が「未加入」であった後に当該未加入の保険について「加入」又

は「適用除外」となったものは、それぞれ当該事実を証する書類を併せて提出するものとする。）。

なお、申請者が電子納税証明書の交付を受けている場合には、前項第八号に掲げる書類の提出に

代えて、電子納税証明書の送信をもって申請を受けることができるものとする。

４ 申請者が共同企業体であってその構成員のうちに一般競争参加資格審査の申請をしていない者が

あるときは、当該構成員に係る第２第二号イの（イ）に掲げる項目について記載した書類並びに第

２項第一号に掲げる書類を当該共同企業体に係る同項の書類とともに提出させるものとする。

（資格審査申請書等の提出期限）

第６ 資格審査申請書又は資格審査申請用データの提出期限は、次の各号に掲げるところによるもの

とする。

一 定期の一般競争参加資格審査にあっては、当該審査の認定をする年の前年の１２月から当該審

査の認定をする年の１月までの間で官庁営繕部長が定める期間

二 随時の一般競争参加資格審査にあっては、随時

（資格審査申請書の提出方法等）

第６の２ 第５第１項及び第４項の規定による提出は、次の各号に掲げる方式のいずれかによるもの

とする。

一 文書持参方式（定期の一般競争参加資格審査を除く。）

二 文書郵送方式（定期の一般競争参加資格審査においてはインターネット方式では対応していな

い申請に限る。）

２ インターネット方式による場合における第５第２項第八号に掲げる書類の提出は、申請案内ホー

ムページから送信をさせるものとする。

３ 第５第１項及び第４項の規定による提出は、当該申請者の本社（本店）の所在地を受付担当部局

（別表に掲げるところによるものとする。第13第４項において同じ。）とする地方整備局の長に対

して行わせるものとする。

（一般競争参加資格審査）

第７ 官庁営繕部長は、会計規則第３４条第４項の規定による申請者の一般競争参加資格審査を行う



6

ときは、次の各号によるものとする。

一 第２第一号に定める資格を有しない者については、一般競争参加資格がないと認定する。

二 前号に掲げる者以外の者については、希望工事種別ごとに、第２第二号の総合点数の高点順

（同点の場合は年間平均完成工事高の順）に配列し、等級区分を設けている工事種別については

当該工事種別ごとの等級別発注件数分布率等を基準とし、かつ等級ごとに必要な工事施工能力を

勘案して高点順に等級及び当該等級における順位を付して一般競争参加資格があると認定し、等

級区分を設けていない工事種別については当該工事種別における順位を付して一般競争参加資格

があると認定する。

２ 官庁営繕部長は、当該２会計年度における事業費、事業内容等及び過去における工事規模別発注

件数の分布状況を勘案して前項第２号の等級別発注件数分布率を定めるものとする。

（審査会）

第８ 官庁営繕部長は、一般競争参加資格審査の予備審査を行うため、競争参加資格審査会（以下

「審査会」という。）を設けるものとする。

２ 審査会の会長は官庁営繕部長とし、審査員は審議官（官庁営繕部長が指定した者に限る。以下同

じ。）、官庁営繕部各課長及び官庁営繕部長が指名した者とする。

３ 審査会は、２年に１回定期の審査会の会議を開くものとし、会長が必要と認めるときは、随時、

審査会の会議を開くことができるものとする。

４ 審査会の会議は会長が招集するものとし、会長及び審査員の過半数が出席しなければ会議を開く

ことができないものとする。

５ 会長に長期にわたる事故等がある場合は、審議官がこれを代行するものとする。

６ 何人も審査会の会議の内容を他に洩らしてはならない。

（一般競争参加資格の有効期間）

第９ 第７第１項の規定により認定された一般競争参加資格の有効期間は、当該一般競争参加資格が

認定されたときから次期の定期の一般競争参加資格審査に基づく一般競争参加資格の有効期間の開

始日の前日までとする。

（有資格業者名簿の様式）

第10 官庁営繕部長は、会計規則第３４条第４項の規定により名簿を作成するときは有資格業者名簿

（様式特２）により行うものとする。

（一般競争参加資格認定通知書の様式）

第11 官庁営繕部長は、会計規則第３４条第６項の規定により通知するときは、一般競争（指名競

争）参加資格認定通知書（様式特５（イ）及び（ロ））により行うものとする。

（変更等の届出）

第12 官庁営繕部長は、申請者又は有資格業者が建設業法第１２条（第１７条において準用する場合

を含む。）各号の一に該当することとなったときは、当該各号に掲げる者に、速やかに、その旨を

届け出させるものとする。

２ 官庁営繕部長は、申請者又は有資格業者（共同企業体である者を除く。）が第２第一号イ又はホ

に該当することとなったとき、及び共同企業体である申請者又は有資格業者がその構成員に第２第

一号イ又はホに該当する者を含むこととなったときは、速やかに、その旨を届け出させるものとす

る。

３ 官庁営繕部長は、有資格業者に第１１の通知をした後において、次の各号に掲げる事項について
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変更があった場合においては、速やかに、一般競争（指名競争）参加資格審査申請書変更届（様式

５）によりその旨を届け出させるものとする。

一 住所、電話番号又はファクシミリ番号

二 商号又は名称

三 法人である場合においては代表者の役職及び氏名、個人である場合においてはその者の氏名

四 本社（本店）以外の営業所（一般社団法人又は一般財団法人にあっては、事務所。以下、この

号において同じ。）の名称、所在地、電話番号又はファクシミリ番号（営業所の新設又は廃止の

場合を含む。）

五 本店又は営業所の経営事項審査を受けた建設業許可工事種別及び許可の区分又は本店の建設業

許可番号

六 資本関係に関する事項又は役員の兼任に関する事項

七 国土交通省退職者の再就職状況に関する事項

４ 前３項の規定による届出は、申請者又は有資格業者の本社（本店）の所在地を受付担当部局とす

る地方整備局の長に対して行わせるものとする。

５ 官庁営繕部長は、前項の届出があったときは、その内容を官庁営繕部所属の契約担当官等に通知

するものとする。

（一般競争参加資格の認定の取消し等）

第13 官庁営繕部長は、有資格業者が第２第一号イからヘまでの一に該当することとなったとき又は

不正の手段により一般競争参加資格の認定を受けたと認められるときは、遅滞なく審査会の予備審

査を経て一般競争参加資格の認定を取り消すものとする。

２ 官庁営繕部長は、有資格業者から第１２第１項の届出があったとき又は一般競争参加資格の辞退

の申出があったときは、直ちに、一般競争参加資格の認定を取り消すものとする。

３ 官庁営繕部長は、前２項の規定により一般競争参加資格の認定を取り消したときは、一般競争参

加資格認定取消通知書（様式特６）により当該有資格業者又は建設業法第１２条（第１７条におい

て準用する場合を含む。）各号に掲げる者にその旨を通知するとともに、第１０の有資格業者名簿

から当該有資格業者に係る記載事項を抹消すべき旨を官庁営繕部所属の契約担当官等に通知するも

のとする。

（指名競争参加資格）

第14 官庁営繕部長は、会計規則第３６条第１項の規定により指名競争に参加する者に必要な資格を

定めるときは、一般競争参加資格と同一に定めるものとする。

（指名基準）

第15 官庁営繕部長は、会計規則第３７条第１項の規定により指名競争に参加する者を指名する場合

の基準（以下「指名基準」という。）を定めるときは、次の各号に掲げるところによるものとする。

一 契約担当官等は、工事を指名競争に付そうとするときは、当該工事の予定価格の等級に属する

有資格業者で発注予定工事の予定価格に相応するものの中から指名しなければならない。

二 契約担当官等は、前号の規定にかかわらず、各等級区分に含まれる発注予定工事のうち、当該

工事の予定価格が比較的小さく、技術的難易度が比較的低いものにあっては、競争に参加する者

の全部又は一部について、当該等級の直近の下位の等級に属する有資格業者を指名することがで

きる。

三 契約担当官等は、第一号の規定にかかわらず、各等級区分に含まれる発注予定工事のうち、当

該工事の予定価格が比較的大きく、技術的難易度が比較的高いものにあっては、競争に参加する

者の全部又は一部について、当該等級の直近の上位の等級に属する有資格業者を指名することが
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できる。

四 契約担当官等は、第一号の有資格業者の数が少数である場合その他必要があると認められる場

合においては、発注予定工事の予定価格に応じ、直近の上位又は下位の等級に属する有資格業者

を指名することができるものとする。この場合において、第一号の規定により指名する者がない

とき又は僅少であるときを除き、第一号の規定により指名する者の数を競争に参加する者の数の

２分の１以上としなければならない。

五 契約担当官等は、第一号及び前号前段の規定によるほか同号後段の規定にかかわらず、第一号

の有資格業者の２等級下位の等級に属する有資格業者で工事成績が特に優秀なものを指名するこ

とができる。

六 契約担当官等は、特別の技術を要する工事に係る請負契約については、第一号及び第四号前段

の規定によるほか同号後段の規定にかかわらず、当該工事の属する工事種別の有資格業者で２等

級以上上位の等級に属するもの（以下「上位業者」という。）を、あらかじめ、上位業者指名承

認申請書（様式特７）を国土交通大臣に提出し、その承認を受けて指名することができる。

七 契約担当官等は、災害その他の理由により緊急に施工する必要がある工事に係る請負契約につ

いては、第一号及び第四号前段の規定によるほか同号後段の規定にかかわらず、当該工事の属す

る工事種別の有資格業者で２等級以上上位の等級に属するものを指名することができる。

八 契約担当官等は、競争に参加する者を指名しようとするときは、次のイからチまでに掲げる事

項に留意するとともに、当該会計年度における指名及び受注の状況を勘案し、指名が特定の有資

格業者に偏しないように留意しなければならない。

イ 不誠実な行為の有無

ロ 客観的事項の審査基準日以降における経営状況

ハ 主観的事項の審査基準日以降における工事成績

ニ 当該工事に対する地理的条件

ホ 手持ち工事の状況

ヘ 当該工事施工についての技術的適性

ト 客観的事項の審査基準日以降における安全管理の状況

チ 客観的事項の審査基準日以降における労働福祉の状況

（随意契約における業者選定）

第16 随意契約による場合の業者の選定は、原則として有資格業者の中から選定するものとする。

（秘密の保持）

第17 指名業者等の選定については、取扱者以外の者に洩れないよう秘密の保持に留意しなければな

らない。

（国土交通省大臣官房官庁営繕部入札・契約手続運営委員会）

第18 官庁営繕部に、別に定めるところにより、官庁営繕部長が定める額以上の工事を一般競争に付そ

うとする場合における競争参加資格の決定及び競争参加希望者の競争参加資格の有無並びに指名競争

に付そうとする場合における競争参加者の指名並びに当該工事の請負契約を随意契約によろうとする

場合の相手方の決定について調査審議する国土交通省大臣官房官庁営繕部入札・契約手続運営委員会

を置くものとする。

（契約状況の報告）

第19 官庁営繕部長は、官庁営繕部所属の契約担当官等が前会計年度に締結した工事請負契約の状況を

毎年５月31日までに国土交通大臣官房会計課長に提出するものとする。
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附 則
（適用期日）
１ この要領は、昭和42年７月１日から適用する。
（新型コロナウイルス感染症に係る一般競争参加資格審査の特例）
２ 新型コロナウイルス感染症（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）附則第
１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症をいう。以下同じ。）及びそのまん延防止のため
の措置の影響を受けた建設業者であって、事業年度が令和元年10月29日から令和２年６月30日までの間
に終了するものについての令和３年１月31日までの間における第２第一号ホの規定の適用については、
同ホ中「第６第一号の部局長が定める期間の末日の１年７月前の日」及び「一般競争参加資格審査の申
請をする日の１年７月前の日」とあるのは、「平成30年10月29日」とする。
３ 申請者が、新型コロナウイルス感染症の影響等により国税の猶予制度（国税通則法（昭和37年法律
第66号）に基づく納税の猶予、国税徴収法（昭和34年法律第147号）に基づく換価の猶予又は新型コロ
ナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第2
5号）に基づく特例猶予をいう。以下この項において同じ。）の適用を受けたため、第５第２項第八号
に掲げる書類を提出できない場合は、当該書類に代えて、国税の猶予制度の適用を受けていることを示
す書類を資格審査申請書に添付させるものとする。
（令和５・６年度の等級区分に係る残留措置）
４ 等級区分を設けている工事種別において、第７第１項第二号の規定に基づき令和５・６年度の一般
競争参加資格の認定を受けた有資格業者は、令和３・４年度の一般競争参加資格の有効期間の末日にお
いて認定されている等級（以下「従前等級」という。）から昇級した場合には、官庁営繕部長が定める
日までに官庁営繕部長が定める様式により従前等級に留まることを申請することができる。
５ 前項の申請をした者については、令和５・６年度の一般競争参加資格の認定に当たり、従前等級を
付するものとする。なお、この場合においては、改めて会計規則第34条第６項の規定に基づき、一般競
争（指名競争）参加資格認定通知書（様式特５（ハ））により通知を行うものとする。

附 則 （平成10年11月30日建設省営管第454号）
この要領による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、平成11年度以降に選定事務を開始す

る工事請負契約に関する事務処理について適用する。

附 則 （平成16年３月１日国営管第363号）
本改正は、競争資格審査の申請をする日の直前に受けた経営事項審査を申請した日が平成16年３月

１日以降のものである一般競争参加資格審査及び指名競争資格審査の申請から適用する。

附 則（平成17年３月23日国営管第317-4号）
本要領による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、平成17年度以降に締結する工事請負契

約に関する事務処理について適用する。

附 則（平成19年３月30日国営管第450-2号）
本要領による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、平成19年度以降に締結する工事請負契

約に関する事務処理について適用する。

附 則（平成21年３月27日国営管第634-4号）
１ この要領による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、平成21年度以降に締結する工事請
負契約に関する事務処理について適用する。

２ 第５第２項第九号に規定する総合評定値通知書の写し及び第５第３項の規定により送信する建設
業法第27条の29第１項の総合評定値については、告示が適用された平成20年４月１日以降の内容の
ものでなければならないものとする。

３ 等級区分を設けている工事種別において、平成19・20年度の一般競争参加資格を有する者が、第
７第１項第二号の規定に基づき平成21・22年度の一般競争参加資格の認定を受けようとする場合に
は、資格審査申請時に同号の規定に基づき定められる等級区分にかかわらず、平成19・20年度の一
般競争参加資格の有効期間の末日において認定されている等級（以下「従前等級」という。）に留
まることを希望することができる。

４ 等級区分を設けている工事種別において、平成21・22年度の一般競争参加資格の認定を受けた有
資格業者は、官庁営繕部長が定める日までに従前等級に留まる又は留まらないのいずれかを希望す
ることができる。

５ 前２項の希望をした者については、平成21・22年度の一般競争参加資格の認定に当たり、希望す
る等級を付するものとする。この場合、改めて第12の規定に基づく通知を行うものとする。
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附 則（平成23年３月29日国営管第506号）
（適用範囲）
１ この通知による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、平成23年度以降に締結する工事
請負契約に関する事務処理について適用する。

（経営事項審査の審査基準日の取扱い）
２ 平成23・24年度の一般競争参加資格審査に提出された総合評定値通知書が、国土交通省告示第
298号の適用を受ける経営事項審査に係るものであるときは、第２第一号ホの規定にかかわらず、当
該経営事項審査の告示第一の一の２に規定する審査基準日が一般競争参加資格審査の申請をする日
の１年７月前の日以前のものであっても、平成23年８月31日までに申請をする場合は有効なものと
して取り扱うものとする。

（総合評定値通知書等の取扱い）
３ 平成23年９月１日以降に申請者が提出する第５第２項第九号に規定する総合評定値通知書の写し
については、建設業法第27条の23第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める件の一部を改正す
る告示（平成22年国土交通省告示第1175号）が施行された平成23年４月１日以降の内容のものでな
ければならないものとする。

（等級区分に係る経過措置）
４ 等級区分を設けている工事種別において、第７第１項第二号の規定に基づき平成23・24年度の一
般競争参加資格の認定を受けた有資格業者は、平成21・22年度の一般競争参加資格の有効期間の末
日において認定されている等級（以下「従前等級」という。）から昇級した場合、又は最下位等級
に降級した場合であって技術評価点数が零点でない場合には、官庁営繕部長が定める日までに従前
等級に留まることを希望することができる。

５ 前項の希望をした者については、平成23・24年度の一般競争参加資格の認定に当たり、従前等級
を付すものとする。なお、この場合においては、改めて会計規則第34条第６項の規定に基づく通知
を行うものとする。

附 則（平成25年３月29日国営管第503号）
（適用範囲）
１ この通知による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、官庁営繕部の所掌する工事の請負
契約を平成25年度以降に締結する場合の一般競争及び指名競争に参加する者に必要な資格並びに当
該資格の審査並びに競争に参加する者の選定等に関する事務の取扱いについて適用する。

（総合評定値通知書等の取扱い）
２ 第５第２項第九号に規定する総合評定値通知書の写しについては、建設業法第27条の23第３項の
経営事項審査の項目及び基準を定める件の一部を改正する告示（平成24年国土交通省告示第523号
（以下「改正告示」という。））による改正前の告示第一の四の１（一）に規定する雇用保険及び
（二）に規定する健康保険及び厚生年金保険にいずれも加入している又は適用除外とされている者
を除いて、再審査を含めて改正告示が施行された平成24年７月１日以降の内容のものでなければな
らないものとする。

（等級区分に係る残留措置）
３ 等級区分を設けている工事種別において、第７第１項第二号の規定に基づき平成25・26年度の一
般競争参加資格の認定を受けた有資格業者は、平成23・24年度の一般競争参加資格の有効期間の末
日において認定されている等級（以下「従前等級」という。）から昇級した場合には、官庁営繕部
長が定める日までに官庁営繕部長が定める様式により従前等級に留まることを申請することができ
る。

４ 前項の申請をした者については、平成25・26年度の一般競争参加資格の認定に当たり、従前等級
を付すものとする。なお、この場合においては、改めて会計規則第34条第６項の規定に基づき、一
般競争（指名競争）参加資格認定通知書（様式特５（ハ））により通知を行うものとする。

附 則（平成26年8月21日国営管第250号）
この通知による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、官庁営繕部の所掌する工事の請負

契約を平成27年度以降に締結する場合の一般競争及び指名競争に必要な参加資格並びに当該資格の
審査等に関する事務の取扱いについて適用する。

附 則（平成27年3月31日国営管第644号）
（適用範囲）
１ この通知による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、国土交通省大臣官房官庁営繕部の
所掌する工事の請負契約を平成27年度以降に締結する場合の一般競争及び指名競争に参加する者に
必要な資格並びに当該資格の審査並びに競争に参加する者の選定等に関する事務の取扱いについて
適用する。
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（一般競争参加資格の再認定の取扱い）
２ 平成27・28年度を有効期間とする一般競争参加資格について、建設業法第27条の23第３項の経営
事項審査の項目及び基準を定める件の一部を改正する告示（平成24年国土交通省告示第523号以下
「改正告示」という。））による改正前の審査基準による経営事項審査の総合評定値通知書に基づ
き認定されている者は、官庁営繕部長が定める日までに官庁営繕部長が定める様式により、改正告
示による改正後の審査基準による経営事項審査の総合評定値通知書に基づき再認定を申請すること
ができるものとする。

３ 前項の申請をした者については、改めて会計規則第34条第６項の規定に基づき、一般競争（指名
競争）参加資格認定通知書（様式特５（ハ））により通知を行うものとする。

（等級区分に係る残留措置）
４ 等級区分を設けている工事種別において、第７第１項第二号の規定に基づき平成27・28年度の一
般競争参加資格の認定を受けた有資格業者は、平成25・26年度の一般競争参加資格の有効期間の末
日において認定されている等級（以下「従前等級」という。）から昇級した場合には、官庁営繕部
長が定める日までに官庁営繕部長が定める様式により従前等級に留まることを申請することができ
る。

５ 前項の申請をした者については、平成27・28年度の一般競争参加資格の認定に当たり、従前等級
を付すものとする。なお、この場合においては、改めて会計規則第34条第６項の規定に基づき、一
般競争（指名競争）参加資格認定通知書（様式特５（ハ））により通知を行うものとする。

附 則（平成28年５月31日国営管第74-2号）
（適用範囲）

１ この通知による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、平成２８年６月１日以降に締結する
官庁営繕部の所掌する工事の請負契約について適用する。
（解体工事に関する１人の職員につき技術職員として申請できる希望工事種別の数の特例）

２ 第２第２号イ（ロ）中に規定する１人の職員につき技術職員として申請できる希望工事種別の数は、
平成28年６月１日から平成31年５月31日までの間に、とび・土工工事業又は解体工事業に関する経営
事項審査を受けたときは、とび・土工工事業、解体工事業の技術者として申請する希望工事種別及び
その他の建設業の技術職員として申請する希望工事種別の１種類を合わせた３までとする。

附 則（平成29年２月22日国営管第412号）
この通知による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、官庁営繕部の所掌する工事の請負契約

を平成２９年度以降に締結する場合の一般競争及び指名競争に参加する者に必要な資格並びに当該資格
の審査並びに競争に参加する者の選定等に関する事務の取扱いについて適用する。

附 則（平成29年３月31日国営管第503号）
１ この通知による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、官庁営繕部の所掌する工事の請負契
約を平成２９年度以降に締結する場合の一般競争及び指名競争に参加する者に必要な資格並びに当該
資格の審査並びに競争に参加する者の選定等に関する事務の取扱いについて適用する。

（平成29・30年度の等級区分に係る残留措置）
２ 等級区分を設けている工事種別において、第７第１項第二号の規定に基づき平成29・30年度の一般
競争参加資格の認定を受けた有資格業者は、平成27・28年度の一般競争参加資格の有効期間の末日に
おいて認定されている等級（以下「従前等級」という。）から昇級した場合には、官庁営繕部長が定
める日までに官庁営繕部長が定める様式により従前等級に留まることを申請することができる。

３ 前項の申請をした者については、平成29・30年度の一般競争参加資格の認定に当たり、従前等級に
付すものとする。なお、この場合においては、改めて会計規則第34条第６項の規定に基づき、一般競
争（指名競争）参加資格認定通知書（様式特５（ハ））により通知を行うものとする。

附 則（平成31年３月８日付け国営管第399号）
１ この通知による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、官庁営繕部の所掌する工事の請負契約
を平成31年度以降に締結する場合の一般競争及び指名競争に参加する者に必要な資格並びに当該資格の
審査並びに競争に参加する者の選定等に関する事務の取扱いについて適用する。
（平成31・32年度の等級区分に係る残留措置）
２ 等級区分を設けている工事種別において、第７第１項第二号の規定に基づき平成31・32年度の一般競
争参加資格の認定を受けた有資格業者は、平成29・30年度の一般競争参加資格の有効期間の末日におい
て認定されている等級（以下「従前等級」という。）から昇級した場合には、官庁営繕部長が定める日
までに官庁営繕部長が定める様式により従前等級に留まることを申請することができる。
３ 前項の申請をした者については、平成31・32年度の一般競争参加資格の認定に当たり、従前等級を付
すものとする。なお、この場合においては、改めて会計規則第34条第６項の規定に基づき、一般競争
（指名競争）参加資格認定通知書（様式特５（ハ））により通知を行うものとする。
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附 則（令和３年３月10日付け国営管第524号）
１ この通知による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、官庁営繕部の所掌する工事の請負契約
を令和３年４月１日以降に締結する場合の一般競争及び指名競争に参加する者に必要な資格並びに当該
資格の審査並びに競争に参加する者の選定等に関する事務の取扱いについて適用する。
（令和３・４年度の等級区分に係る残留措置）
２ 等級区分を設けている工事種別において、第７第１項第二号の規定に基づき令和３・４年度の一般
競争参加資格の認定を受けた有資格業者は、平成31・32年度の一般競争参加資格の有効期間の末日に
おいて認定されている等級（以下「従前等級」という。）から昇級した場合には、官庁営繕部長が定
める日までに官庁営繕部長が定める様式により従前等級に留まることを申請することができる。

３ 前項の申請をした者については、令和３・４年度の一般競争参加資格の認定に当たり、従前等級を
付するものとする。なお、この場合においては、改めて会計規則第34条第６項の規定に基づき、一般
競争（指名競争）参加資格認定通知書（様式特５（ハ））により通知を行うものとする。

附 則（令和４年10月13日付け国営管第315号）
この通知による改正後の官庁営繕部工事請負業者選定要領は、官庁営繕部の所掌する工事の請負契約

を令和５年４月１日以降に締結する場合の一般競争及び指名競争に参加する者に必要な資格並びに当該
資格の審査並びに競争に参加する者の選定等に関する事務の取扱いについて適用する。


